
はじめに
ジョイント・テナンシー（合有不動
産権、合有財産権）は、不動産などの
共同所有の一形態で、わが国にはない
制度ですが、米国のカリフォルニア州
やハワイ州などにある制度です。
ジョイント・テナンシーは、①ジョ
イント・テナンツ（合有者）の全員が
同時に所有権を取得すること、②全員
が同一の譲渡証書によって所有権を取
得すること、③各自の持分割合が均等
であること、④各自が財産全体を占有
していることを要件に成立します。
今回は、ジョイント・テナンシーに
関する判決・裁決をご紹介します。

Ⅰ ジョイント・テナンシー
の成立―贈与税の課税

平29．10．19名古屋地裁判決
（棄却）（確定）Ｚ888－2182

＜事案の概要＞
本件は、原告夫妻がジョイント・テ
ナンツとして登記されたアメリカ合衆
国カリフォルニア州所在のコンドミニ
アム（本件不動産）につき、昭和税務
署長が、原告は本件不動産の購入資金
を支払うことなくその権利の2分の1
に相当する利益を受けたとして、みな
し贈与課税（相法9）をしたことから
争われた事案です。
＜裁判所の判断＞
原告及び夫は、ジョイント・テナン
シーの要件を満たす方法により本件不
動産を購入し、本件不動産のジョイン
ト・テナンツとして登記されたもので
あって、それぞれ2分の1の持分を有
しているところ、本件不動産の取得に
際し、その購入代金の全額を夫が負担
していることからすれば、原告は、対
価を支払うことなく本件不動産の2分
の1相当の経済的利益を得たというべ
きであるから、贈与税の課税の基礎と
なるみなし贈与があったと認められ
る。

Ⅱ ジョイント・テナンツの
死亡

⑴相続財産該当性―ジョイント口座

平26．7．8東京地裁判決
（棄却）（控訴）Ｚ999－5322

＜事案の概要＞
本件は、被相続人（亡Ａ）が金融資

産等について子（先妻の子）である原
告に10分の6、妻である被告に10分の
4を相続させる旨の遺言をしていたと
ころ、バンク・オブ・ハワイの預金（本
件預金）が相続財産であり、遺言で定
めた金融資産等に当たるとして、原告
が、被告に対し、その10分の6の支払
を求めたのに対し、被告が、本件預金
はジョイント・アカウント（共同名義
口座）であって、相続財産を構成しな
いと主張して争った事案です。
＜裁判所の判断＞
裁判所は、次のとおり、本件預金は

相続財産に該当しないと判断しまし
た。
① 亡Ａの相続については、法の適用
に関する通則法36条により亡Ａの本国
法である日本法が準拠法となる。他
方、ある財産ないし権利が相続財産と
なるためには、相続の客体性、被相続
性を有することが必要であるところ、
相続の客体となり得るか否かは当該財
産ないし権利の属性の問題であって、
当該財産ないし権利に内在するものと
いうべきであるから、法律行為の成立
及び効力の問題として、同法7条及び
8条が定める準拠法により判断され
る。
② バンク・オブ・ハワイとの本件預
金契約では、預金口座は、預金口座が
所在する地の法律により規律されると
の定めがあるから、本件預金に適用さ
れる個別準拠法はハワイ州法である。
③ ハワイ州法は、相続手続のほか
に、死亡を原因とする財産移転の制度
としてジョイント・テナンシーの概念
を持っているのであり、ジョイント・

アカウントを含め、ジョイント・テナ
ンシーにより財産を保有する場合に、
単に2人以上の名前で保有することで
足り、共同名義人の資格や親族関係等
の要件を必要としていないこと、共同
名義人の1人の死亡により、生存名義
人が自動的に死亡名義人の財産を所有
するとされ、死亡名義人の遺産を構成
しないことが明示されているうえ、遺
言によって生存者権を変更することが
できないとされている。
④ したがって、ジョイント・アカウ
ントは、個別準拠法上、相続の客体と
ならないものとして、法秩序に組み込
まれた制度であり、本件預金は相続の
客体とはなり得ないから、亡Ａの相続
財産を構成しないものと解される。
⑤ なお、ハワイ州法において、相続
のほかに、ジョイント・テナンシーで
保有されていた死亡名義人の財産を生
存名義人が取得する制度が、死亡を原
因とする財産移転の制度の一つとして
定められているから、日本において、
課税上、死因贈与（遺贈）による取得
であると評価することはあり得るとし
ても、そのことと、ジョイント・アカ
ウントの死亡者の財産が相続の対象と
なるか否かとは別個の問題である。
⑵相続税の課税

平27．8．4裁決
（棄却）Ｊ100－4－09

＜事案の概要＞
この事案は、原処分庁が、請求人ら
に対して、被相続人がアメリカ合衆国
ｆ州にジョイント・テナンシーの形態
で所有していた不動産（ｆ不動産）を
相続税の課税価格に算入する更正処分
等をしたことから争われたものです。
＜審判所の判断＞
審判所では、次のとおり判断し、ｆ
不動産の価額の2分の1は、請求人Ｐ
2（被相続人の長女）の相続税の課税
価格に加算すべきものとしました。
① 被相続人及び請求人Ｐ2がジョイ
ント・テナンシーの形態で所有してい

るｆ不動産について、ジョイント・テ
ナンツの1人である被相続人が死亡し
たことにより、その権利は、相続され
ることなく、生存者への権利の帰属（サ
バイバー・シップ）の原則により、ジ
ョイント・テナンツである請求人Ｐ2
の権利に吸収されたものと認められ
る。
② そして、サバイバー・シップの原
則による権利の増加について、請求人
Ｐ2の権利が増加した時に対価の授受
があった事実は認められないから、請
求人Ｐ2（生存者）へのその権利の増
加は、相続税法第9条に規定する「対
価を支払わないで利益を受けた場合」
に該当すると認められ、請求人Ｐ2が
被相続人から贈与により取得したもの
とみなされることになる。
③ さらに、この権利の増加益につ
き、請求人Ｐ2には、相続税法第19条
《相続開始前3年以内に贈与があった
場合の相続税額》第1項が適用される
ことになる。
⑶質疑応答事例
国税庁ホームページの質疑応答事例
「ハワイ州に所在するコンドミニアム
の合有不動産権を相続税の課税対象と
することの可否」（平成29年7月1日
現在）では、上記裁決と同様の取扱い
をするとしたうえで、「…、被相続人
から死因贈与（遺贈）により取得したも
のとして相続税の課税対象としても差
し支えありません。」とされています。

おわりに
TAINSで、上記の判決及び裁決を
検索する場合の「検索キーワード」は、
「ジョイントテナンシー」です。
なお、平成26年7月8日東京地裁判
決は、控訴審（平成26年11月20日東京
高裁）でも支持され請求が棄却され、
その後、上告不受理で確定しています。

TAINSの入会に関するお問い合
わせは、データベース事務局へ
TEL 03（5496）1195

依田 孝子［大森］

ジョイント・テナンシーの形態
で所有する海外財産の課税関係
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